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第３章 直轄調査で作成した災害公営住宅基本計画 

3.1 市町村・地区毎の検討内容 

平成 23 年度から 25 年度において直轄調査で作成した災害公営住宅の基本計画について、市町

村、年度別に概要及び検討経緯を示す。

各シートの記載内容、趣旨等を図 3-1～3-5に示す。

市町村シートは、東日本大震災における災害公営住宅整備の計画に当たっての基礎的なデータ、

直近（H26.12.31 時点）の災害公営住宅整備計画・整備状況を示し、それと比較できる形で各年度

の直轄調査の実施内容を整理した。

市町村シートの後に基本計画の作成地区毎に地区シートを載せているが、調査年度における市町

村全体の状況、検討地区毎の関係について必要に応じ市町村経緯シートにおいて記述した。

地区シートは、市町村・年度毎に添付した。地区の単位は直轄調査報告書における整理に準じて

おり、最終的な管理単位としての地区（団地）と異なる場合もある。

その後に、地区毎の検討経緯を、打合せ議事録等に基づき整理した。

市町村概要

○市町村シート ○市町村経緯シート

※単年度で複数地区の

基本計画作成を行って

いる場合、市町村全体

の経緯を示す必要があ

る場合等に添付

○地区シート ○検討経緯シート

※計画内容の変更経緯

を示すため補足的に配

置図等の変更経緯を添

付した地区あり
災害公営住宅

整備計画・ 

整備状況

直轄調査実施

内容

検討の概要 

基本計画検討地区 

打合せ等の概要

（H23） 

（H24） 

（H25） 

検討の概要 

基本計画検討地区 

打合せ等の概要

検討の概要 

基本計画検討地区 

打合せ等の概要

敷地 

計画概要 

提案内容 

その他 

敷地 

計画概要 

提案内容 

その他 

敷地 

計画概要 

提案内容 

その他 

検討の概要 

依頼内容等 

検討経緯

検討の概要 

依頼内容等 

検討経緯

検討の概要 

依頼内容等 

検討経緯

図 3-1 各シートの構成 
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市町村シート

県名 市町村名 No.

（H23.3.1） （H23.3.1) （H22.10.1）
（H22年度普通

会計決算）

供給計画 意向調査 モデルスタディ

平成23年度

平成24年度

平成25年度

図3-2　市町村シートの様式

財政規模
（百万円）

市町村概要
市営住宅
管理戸数

（戸）

県営住宅
管理戸数

（戸）

死者・行方
不明者数

（人）

全壊・半壊
家屋数
（棟）

（H26.9.30）（H22.3.31)

その他の事項

H26.12.31現在　整備戸数　　戸
県整備：　　戸
市町村整備：　　戸
（出典：住宅再建・まちづくりの復興事業推進に係る目標（工程表） ）

H26.12.31現在
県整備：　　戸
市町村整備：　　戸
（出典：住宅再建・まちづくりの復興事業推進に係る目標（工程表） ）

直轄調査
実施内容

基本計画 その他

人口
（人）

世帯数
（世帯）

高齢化率
（%）

災害公営住宅整備予定地区

整備計画

整備状況

災害公営住宅の供給の前提となる被災前の市町村
の人口、世帯数等の概要と震災の被害状況を示す。
人口等の時点は市町村により必ずしも一致しない。

直轄調査での検討地
区の現状把握の参考
に、況住まいの復興工
程表における計画内
容を示す。

直轄調査での検討地
区の現状把握の参考
に、住まいの復興工
程表における整備状
況を示す。

県のHP、直轄調査の報
告書等から整備予定地
区の位置を示す。出典が
報告書の場合、調査年
度時点の計画。

各年度の直轄調査の実
施内容を示す。地区名は
直轄調査でのもの。
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市町村経緯シート［平成　　年度］

県名 市町村名 年度 No.

地区名

　　　　地区

　　　　地区

　　　　地区

実施日

（以降の作業）

図3-3　市町村経緯シート様式

検討の
概要

基本計画
検討地区

検討作業内容

その他の事項

打合せ
及び

作業の
概要

協議・作業内容

当該年度の市町村の基本計画の検討概要を簡
潔に説明。検討地区の選定理由、複数地区で
検討が行われる場合、それらの地区相互の関
係、過年度からの経緯、基本計画以外の検討と
の関係についても記載。

個別地区の検討作業
内容を簡潔に示す。

時系列的に協議・作業
内容を示す。複数地区
で検討が行われている
場合、相互の関係につ
いても触れる。
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地区シート
No.

地区名 調査年度
県名 市町村名

所在地
面積(ha)

立地特性

従前土地所有

従前土地利用

用途地域
容積率
建ぺい率

面整備事業との関係

構造 建て方 階数
敷地面積(㎡)
戸数
間取り
併設施設

計画コンセプト

想定入居者特性

計画概要

　　地区　（工程表名：　　　）

敷地

都市計画

提案時期の復興進捗

位置図

配置図

直轄調査での地区名、現在の状況確認を容易にする
ため住まいの復興工程表での地区名を（）に記載。

検討段階の状況理解のため、市町村全体
（復興基本計画等の策定時期）や災害公営
住宅の整備状況等について記載。

基本計画等の検討に当たって調整
が必要となる土地区画整理事業、
防災集団移転促進事業等を記載。

検討地区の位置図、配置図
（直轄調査報告書から転記。）
複数案がある場合代表的なも
ののみ記載した場合もある。

鉄筋コンクリート造（RC
造）、鉄骨造（S造）、木造
等。複数の構造が提案され
た場合もあり。

戸建て、長屋建て、集合建て、（二戸一）
の別、１地区で複数の建て方が存在する
場合もあり。構造・建て方は将来の管理
の観点からの検討も行われた。

戸建ての場合は、戸
当たりの敷地面積も
記載。

計画コンセプトに関わ
る施設について記載。
駐車場、外部物置等
は記載せず。
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防災安全 高齢者配慮 コミュニティ 住まい方継承

環境・省エネ 住宅生産体制 その他

進捗
提案の反映
未反映の理由

図3-4　地区シート様式

基本計画策定の効果

現在の状
況等

他調査・事業との連携

提案内容

平面図

整備イメージ

平面図、計画イメージ等
を記載。検討目的によ
り、平面図等を作成して
いない地区もある。

災害公営住宅整備に
当たり考慮すべきと考
えられる項目毎に提
案内容を整理。

基本計画検討に当たって
連携した他調査：事業に
ついて記載。

基本計画策定地区の現在
の状況を住まいの復興工
程表、市町村HP等から分
かる範囲で整理。
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検討経緯シート

県名 市町村名

検討の
概要

検討経緯

直轄側 協議先（　　　　　　　）

以降の状況

年月日 主な協議事項

地区名（調査年度）

提案・意見・協議等の内容

図3-5　検討経緯シート様式

※H23年度の国土交通省都市局調査（津波被災市街地の復興手法調査）受託コンサルタント、
又は防災集団移転促進事業、土地区画整理事業等の面整備事業の調査受託コンサルタント

依頼内容、
前提条件
（依頼日
時）

検討時の状況、依頼
の趣旨、検討内容の
儀容、経緯の概要を
簡潔に記載。

市町村等からの依頼の内
容や前提条件を記載。検
討途中で地区の追加や
条件の変更がある地区も
ある。

当初からとりまとめ段階に至る間
で、どのような項目が主に論点と
なったかを示す。郵送や電話での
やりとりも必要なものは記載。

協議先は、市町村、
県、ＵＲ、建設コンサ
ルタント※、他。立場
による違いがわかるよ
う、意見等の後に（）で
発言者を記載。記載
がない場合は、市町
村の意見等。

調査年度における検討以後の状況
について、必要に応じ記載。

直轄調査受託コンサ
ルタント及びL建研（国
土技術政策総合研究
所、(独) 建築研究所）



掲載している基本計画は、あくまで国土交通省の直轄調査において国が（市町村や関係者との

協議を行い）作成したものであり、また調査実施年度における各市町村の状況下での検討結果で

ある。

市町村の要望を踏まえ、多様な目的（関係者に示す災害公営住宅のイメージ作成、資金計画のチ

ェック、供給計画のチェックのための想定敷地における密度スタディ等）のもとで基本計画が作成

された。このため、仮想敷地や地権者の合意が得られていない敷地での（当該敷地での事業化を前

提としない）検討もあることに留意する必要がある。また、計画作成後の復興状況に伴う住民の意

向変化や、防災のための集団移転促進事業、土地区画整理事業などの関連事業の進捗等に伴い、計

画変更や中止となった地区もある。

地区シート、検討経緯において、その後の状況についても記載しているが、可能な範囲で整理し

たものであり、全てを網羅しているものでないことにご留意願いたい。
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坦
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3.2 基本計画策定目的と検討内容 

以上示した各市町村、地区における基本計画の内容や検討経緯から、基本計画の策定目的と検討内

容は大きく以下のように整理できる。当然複数の策定目的をもった地区もある。 

① 基本設計の前提となる計画作成（敷地が取得済み又は取得可能性大、防災集団移転促進事業

事業により災害公営住宅のニーズが明確などの場合）

・具体内容（道路、公園、共用施設）、建築確認、開発許可との関係、整備主体（UR,県など）の

基準・意向の反映 

② 事業のフィージビリティ

・資金計画（補助対象、家賃算定など） 

・開発手続き、規制内容 

③ 住宅のイメージ提示（敷地未確定のものも多い）

・入居希望者、周辺住民、議会、庁内関係部局等への説明 

・パース、住宅配置図、平面図など 

④ 面整備事業との調整

・土地区画整理事業、防災集団移転促進事業における災害公営住宅希望者への対応としてどの程

度のボリュームの敷地が必要かの検討 

・災害公営住宅団地と土地区画整理事業、防災集団移転促進事業による公共施設配置、自立再建

住宅地の計画との調整 

本来、1.1で述べたように、災害公営住宅供給の流れは、住宅被害調査、住宅再建意向調査、市町

村全体の供給計画、具体地区の基本計画作成、基本設計、実施設計、着工というプロセスとなる。し

かし、直轄調査における基本計画の策定目的のうち、意向調査や住民説明、庁内調整のための資料と

して実施する場合や、意向調査については、防災集団移転促進事業などのように対象が限定されてお

り、合併施行の場合には、市町村全体の供給計画策定にかかわらず検討可能な場合もある。 

3.3 住まいの復興工程表への位置づけ 

 H23～25年度の直轄調査で基本計画作成した149地区（地区の重複を除く。)のうち、121地区（81％）

で住まいの復興工程表（H26.12末現在）での位置づけがなされている。 

 年度別にみると、H23 年度地区 70地区中 57地区（81％）、H24年度地区 52地区中 43地区（83％）、

H25 年度実施地区中 37地区中 31 地区（84％）で位置づけされており、各年度とも８割を超える地区

が位置づけられており、当初の検討敷地や基本計画の提案内容が反映されていないにしても、計画策

定がその後の災害公営住宅の供給に繋がっているといえる。 

住民の住まいの再建に係る意向把握や地権者との協議が進んでいない H23 年度においても約８割

の地区が位置づけられているのは、候補地が市町村や公共的主体の所有地又は隣接地であるなど、あ

る程度、事業化の見込みが高い敷地が検討地区として市町村から提示されたためと考えられる。 

 住まいの復興復興表への位置づけがされていない地区は、H23 年度は、住民意向が未把握で災害公

営住宅の供給数や供給地区が確定していない中、仮想敷地において住宅イメージの把握や事業の

フィージビリティの検討のために基本計画を策定している市町村が多い。後年度の場合、ある地域

（例えば中心市街地）において複数の候補地があり、全体としての供給可能量のチェックや相互比

較のために複数の候補地区で検討している例がある。また、作成年度に関わらず基本計画検討段階

で用地交渉中の地区の場合、地権者合意が得られず事業化に繋がらなかったケースもある。 
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3.4 検討の経緯 

基本計画の作成地区毎（一部市町村全体）の検討経緯を総括的にみると以下のことが言える。 

① 検討途中で前提条件の変化が多い。

変更内容として、敷地、戸数、導入機能・施設などがあり、それらの条件が変わると基本計画内容に

影響を大きく及ぼす。直轄調査の目的が、「国が住宅整備に係る基本コンセプトや具体的な基本設計

の検討等を行い、その効果を地方公共団体に広く提供し、災害公営住宅の供給を推進する」ものであ

ることから、未確定な条件（用地交渉、住民意向等）がある中で先行的又は他の検討と並行して基本

計画の検討を行ってきた地区もあるためと考えられる。また、東日本大震災における災害公営住宅の

供給は土地区画整理事業、防災集団移転促進事業と一体的に行われるケースが多く、それら面整備事

業の計画変更に伴い、災害公営住宅の前提条件が変更となる地区もある。 

② 直轄側（直轄調査受託コンサルタント、国総研及び建築研究所）と市町村側の観点の違い

直轄側から、過去の災害公営住宅の事例や東日本大震災からの復興の基本方針を踏まえたモデル

となる取組みとしての提案が多く行われたが、早急に大量の災害公営住宅の供給が求められ、将来の

多くの戸数を管理する市町村側からは、そのような観点での見直しを求められた。 

③ 政治的な状況の影響

災害公営住宅は被災者の生活再建の代表的な事業であることから、首長や議会の意向による検討

条件が示される地区もあった。また、敷地規模や併設施設等について、災害公営住宅と自立再建団

地、既存公営住宅とのバランスの配慮を求められる地区もあった。 

④ 検討目的（3.2の①～④）による経緯の差

3.2の①の場合で設計や工事発注が別主体（都市再生機構や県）の場合、発注（予定）主体にも参

加してもらい検討が行われた。この場合、開発許可、建築確認の手続き、発注主体の技術基準や復

興交付金等での対応について具体的な協議が行われることが多い。3.2の③の場合、直轄側が市町村

からの条件において検討した資料を提供して、特段の協議もなく終了することが多い。 

 なお、ここでは直轄調査における検討（直轄側と市町村、関係機関等）について、打合せ概要をも

とに整理したものであり、各地区の災害公営住宅の検討経緯を全て網羅しているものではない。 
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